
 

 

千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１条 千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業補助金の交付については、千葉市補助金

等交付規則（昭和６０年千葉市規則第８号）に定めるもののほか、この要綱に定めると

ころによる。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、私立幼稚園等が実施する未就園児預かり事業（２歳児その他の在

園児以外の小学校就学前の子どもを預かり、保育を提供する事業）の実施に要する経費

を予算の範囲内で補助することにより、保育所等に在籍しない２歳児などが集団生活を

経験する機会を拡大するとともに、専業主婦（夫）家庭等の育児負担を軽減し、もって

児童の福祉の向上を図ることを目的とする。 

 

（対象園） 

第３条 対象園は、第６条の要件を満たし、かつ、市が実施園として決定した幼稚園及び

認定こども園とする。 

 

（対象児童） 

第４条 対象児童は、市内在住の２歳児から小学校就学前の子どもであって、かつ、保育

所、幼稚園、認定こども園及び地域型保育事業所のいずれにも在籍していない児童とす

る。 

 

（設備基準） 

第５条 事業の実施に当たっては、原則として、児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省

令第１１号）第３６条の３５第２号イ、ホに定める要件を満たさなければならない。 

 

（補助事業の要件） 

第６条 事業の実施に当たっては、次の各号に定める要件を満たさなければならない。 

（１）週２日以上、未就園児預かり事業を実施すること。 

（２）対象児童が週１日以上、定期的・継続的に利用可能であること 

（３）対象児童数が１日当たり概ね５人以上であること。 

（４）概ね月１回以上、対象児童の保護者からの育児相談に応じる機会を設けること。 

（５）親子登園や親子で参加する行事の機会を設けること。 

（６）対象児童のためのカリキュラム等を作成し、これに基づき実施すること。 

（７）職員配置については、次の基準を満たさなければならない。 



 

 

  ア 職員の数は、２歳児概ね６人に対して１人以上、３歳児概ね２０人に対して１人

以上、４歳以上児概ね３０人に対して１人以上とする。 

  イ アに規定する職員の数は、２人を下回ることはできない。ただし、当該事業と幼

稚園等が一体的に運営されている場合であって、かつ、アの規定により算出した職

員の数が１人となる場合については、他の職員の支援を受けられる場合に限り、職

員を１人とすることができる。 

  ウ アに規定する職員は、半数以上を保育士資格を有する者とし、配置する職員は保

育士資格を有する者、幼稚園教諭普通免許状を有する者又は市町村長等が行う研修

を修了した者を置くこと。 

  エ ウに規定する市町村長等が行う研修を修了した者は、「子育て支援員研修事業の実

施について」（平成 27年 5月 21日雇児発 0521第 18号厚生労働省雇用均等・児童家

庭局長通知）の別紙「子育て支援員研修事業実施要綱」の５（３）アに定める基本

研修及び５（３）イ（イ）に定める「一時預かり事業」又は「地域型保育」の専門

研修を修了した者などとする。 

（８）利用料については、次の基準を満たさなければならない。 

ア 利用料は、２歳児については１回当たり 1,100 円、３歳以上児については１回当

たり 600 円に相当する範囲で設定すること。ただし、別途実費を徴収することは差

し支えない。 

イ 入会金（実費に相当するものを除く）を徴収してはならない。 

 

（補助金の交付額） 

第７条 補助金の交付額は別表１（概ね児童５人に対し職員が１人以上配置される場合は

別表２）に定める基準額と対象経費の実支出額（対象経費から保護者から徴収した事業

の利用料に係る収入額その他の収入額を控除した額をいう。）を比較していずれか低い額

に補助率１／２を乗じた額以内とする。 

 

（交付の申請） 

第８条 補助金の交付の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は、千葉市私立

幼稚園等未就園児預かり事業補助金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添付して、

市長に提出しなければならない。 

 

（交付の決定） 

第９条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、補助金を交付すべきも

のと認めたときは、千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業補助金交付決定通知書（様

式第２号）により、その旨を申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による審査の結果、補助金を交付することが不適当と認めたとき



 

 

は、理由を付して、その旨を申請者に文書で通知するものとする。 

 

（変更交付の申請） 

第１０条 前条第１項の規定による補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」と

いう。）は、前条第１項の規定による交付決定額を変更する必要が生じたときは、千葉市

私立幼稚園等未就園児預かり事業補助金変更交付申請書（様式第３号）に必要な書類を

添付して、市長に提出しなければならない。 

 

（変更交付の決定） 

第１１条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、補助金の額を変更す

べきものと認めたときは、千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業補助金変更交付決定

通知書（様式第４号）により、その旨を補助事業者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による審査の結果、補助金の額を変更することが不適当と認めた

ときは、理由を付して、その旨を補助事業者に文書で通知するものとする。 

 

（事業の変更） 

第１２条 補助事業者は、事業の内容、経費の配分又は事業計画の変更（市長が認める軽

微なものを除く。）をしようとするときは、千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業変更

承認申請書（様式第５号）に必要な書類を添付して市長に提出し、あらかじめ、その承

認を得なければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、承認すべきものと認めたと

きは、千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業変更承認通知書（様式第６号）により、

その旨を補助事業者に通知するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による審査の結果、承認することができないときは、理由を付し

て、その旨を補助事業者に文書で通知するものとする。 

 

（事業の中止等） 

第１３条 補助事業者は、事業を中止又は廃止しようとするときは、千葉市私立幼稚園等

未就園児預かり事業中止等承認申請書（様式第７号）に必要な書類を添付して市長に提

出し、あらかじめ、その承認を得なければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、承認すべきものと認めたと

きは、千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業中止等承認通知書（様式第８号）により、

その旨を補助事業者に通知するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による審査の結果、承認することができないときは、理由を付し

て、その旨を補助事業者に文書で通知するものとする。  

 



 

 

（実績報告） 

第１４条 補助事業者は、事業が完了したとき（第１３条の規定による中止等の承認を受

けたときを含む。）は、千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業実績報告書（様式第９号）

に必要な書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第１５条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、その内容を審査し、補助事業

の成果が第９条第１項又は第１１条第１項の規定による交付決定の内容及びこれに附し

た条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、千葉市私立幼稚園

等未就園児預かり事業補助金額確定通知書（様式第１０号）により、補助事業者に通知

するものとする。 

 

（交付の特例） 

第１６条 市長は、補助金の目的を達成するために必要と認められたときは、第９条第１

項の規定による交付決定額の範囲内において、前条の規定による補助金の額の確定前に

補助金を事前に交付することができる。 

 

（交付の請求） 

第１７条 第１５条の規定による通知を受けた補助事業者が、補助金の交付を請求しよう

とするときは、千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業補助金交付請求書（様式第１１

号）を市長に提出するものとする。 

２ 前条の規定により補助金の交付を受けようとする補助事業者は、第９条第１項の規定

による通知書を受けたときは、千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業補助金事前交付

請求書（様式第１２号）を市長に提出するものとする。 

 

（決定の取消） 

第１８条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の

決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助金等の他の用途への使用をし、その他事業に関して補助金の交付の決定の内容

又はこれに附した条件その他法令等に基づく市長の処分に違反したとき。 

（３）その他市長が必要と認めたとき。 

 

（補助金の返還） 

第１９条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは、事業の当

該取消に係る部分に関し、すでに補助金等が交付されているときは、期限を定めて、そ



 

 

の返還を命ずるものとする。 

２ 市長は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、すでにその額

を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

 

（委任） 

第２０条 この要綱の施行に関して必要な事項は、別に定める。 

  



 

 

附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 附 則 

 この要綱は、令和３年７月１日から施行し、同年４月１日より適用する。 

 

 附 則 

 この要綱は、令和６年１０月２日から施行し、同年４月１日より適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

別表１ 

基準額 対象経費 補助率 

※ １人当たり週３日まで未就園児預かり年間延べ園児数に

計上するものとする 

※ 補助基準額の算定には、前年度の 3月 31日現在に適用

される千葉市職員の給与に関する条例の行政職給料表の

1級 23号給の給料月額を用いる 

未就園児預かり年間延べ園児数 金額 

960人以下 1,444,000円 

961人以上 1,440人以下 2,116,000円 

1,441人以上 1,920人以下 2,788,000円 

1,921人以上 3,460,000円 

事業の実施に必

要な経費 

（人件費、光熱

水費、消耗品費、

備品購入費、そ

の他必要と認め

られる経費） 

1/2 

以内 

 

別表２ 

基準額 対象経費 補助率 

概ね児童５人に対し職員が１人以上配置される場合 

※ １人当たり週３日まで未就園児預かり年間延べ園児数に

計上するものとする 

※ 補助基準額の算定には、前年度の 3 月 31 日現在に適用

される千葉市職員の給与に関する条例の行政職給料表の 1

級 23号給の給料月額を用いる 

未就園児預かり年間延べ園児数 金額 

1,200人以下 2,116,000円 

1,201人以上 1,800人以下 3,124,000円 

1,801人以上 2,400人以下 4,132,000円 

2,401人以上 5,140,000円 

事業の実施に必

要な経費 

（人件費、光熱

水費、消耗品費、

備品購入費、そ

の他必要と認め

られる経費） 

1/2 

以内 

 

  



 

 

様式第１号 

  年  月  日 

 

千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業補助金交付申請書 

 

（あて先）千葉市長 

 

施設名 

所在地 

（設置者）所在地              

法人名              

代表者職名            

氏名           印 

 

年度千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業補助金の交付を受けたいので、千

葉市補助金等交付規則第３条の規定により次のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 交付申請額                     円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２ 事業計画 

実施時間等 未就園児預かり事業実施時間 

・曜日： 

・時間：    時   分～   時   分まで 

・定員： 

 

 

 

利用見込み 年間実施予定日数       (A) 日 

１日当たりの平均利用児童数  (B) 人 

年間延べ利用児数       (A)×(B) 人 

職員配置 本事業専任職員 人（うち保育士資格者   人） 

兼任職員 人（うち保育士資格者   人） 

計 人（うち保育士資格者   人） 

未就園児預かり

利用料 

 

 

 

 

 

育児相談  

親子登園等の機

会の設定 

 

 

実施場所 保育室       室 ㎡ 未就園児預かり専用 ・ 共用 

その他（      ） ㎡ 未就園児預かり専用 ・ 共用 

 

＜添付書類＞ 

① 補助事業に係る収支予算書 

② 補助事業に従事する幼稚園教諭、保育士または子育て支援員に係る雇用契約の写し 

③ 免許・資格の有無がわかる書類（幼稚園教諭普通免許状、保育士資格証または、子

育て支援員研修終了証書）の写し 

④ 保護者等に対して事業を周知する書類等（実施時間、利用料を明示したもの） 

⑤ 未就園児預かり事業に係るカリキュラム 

⑥ その他市長が必要と認めた書類 

 



 

 

様式第２号 

 

千葉市指令    第   号 

 

                様 

 

 

千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業補助金交付決定通知書 

 

    年  月  日付で申請のあった千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業補助

金について、次のとおり交付決定をしたので、千葉市補助金等交付規則第６条の規定によ

り通知します。 

 

 

  年  月  日 

 

千葉市長          印  

 

記 

 

１ 交付決定額               円 

 

２ 交付予定時期              年   月 

 

（交付の条件） 

① 事業の内容、経費の配分又は事業計画の変更（市長が認める軽微なものを除く。）を

しようとするときは、あらかじめ市長の承認を得ること。 

② 事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ市長の承認を得ること。 

③ 補助事業等の遂行が困難となったときは、すみやかに市長に報告し、その指示を受

けること。 

 

（審査請求等について） 

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から起算し

て３か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 



 

 

様式第３号 

  年  月  日 

 

千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業補助金変更交付申請書 

 

（あて先）千葉市長 

施設名 

所在地 

（設置者）所在地 

法人名 

代表者職名 

氏名           印 

 

  年  月  日付千葉市指令   第  号により交付決定のあった千葉市私

立幼稚園等未就園児預かり事業補助金の額を変更したいので、千葉市私立幼稚園等未就園

児預かり事業補助金交付要綱第１０条の規定により申請します。 

 

記 

 

１ 変更交付申請額               円 

 

２ 既交付決定額                円 

 

３ 差引所要額                 円 

 

＜添付書類＞ 

 ・事業に係る収支予算書 

 ・その他市長が必要と認める書類 

 



 

 

様式第４号 

 

千葉市指令    第   号 

 

                様 

 

 

千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業補助金変更交付決定通知書 

 

    年  月  日付で申請のあった千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業補助

金について、千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業補助金交付要綱第１１条第１項の規

定により通知します。 

 

 

  年  月  日 

 

千葉市長          印  

 

記 

 

 

１ 変更交付決定額              円（Ａ） 

 

２ 既交付決定額               円（Ｂ） 

 

３ 差引所要額                円（Ａ－Ｂ） 

 

 

 

 

（審査請求等について） 

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から起算し

て３か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 

 



 

 

様式第５号 

 

  年  月  日 

 

 

千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業変更承認申請書 

 

（あて先）千葉市長 

 

施設名 

所在地 

（設置者）所在地 

法人名 

代表者職名 

氏名           印 

 

  年  月  日付千葉市指令   第  号により交付決定のあった千葉市私

立幼稚園等未就園児預かり事業の内容を変更したいので、千葉市私立幼稚園等未就園児預

かり事業補助金交付要綱第１２条第１項の規定により、次のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 変更希望日       年  月  日 

 

２ 変更の内容 

 

 

 

３ 変更の理由 

 

 

 

＜添付書類＞ 

①事業の担当職員の変更については、担当職員の氏名、生年月日、常勤・非常勤の別、

職務内容、保育士であるかどうかの別、施設での経歴を記載した書類 

②施設、設備の変更については、変更内容が分かる図面等  



 

 

様式第６号 

 

千葉市指令    第   号 

 

 

                様 

 

 

千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業変更承認通知書 

 

  年  月  日付で申請のあった千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業の変

更を承認しますので、千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業補助金交付要綱第１２条第

２項の規定により通知します。 

 

 

  年  月  日 

 

千葉市長          印  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（審査請求等について） 

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から起算し

て３か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 

 



 

 

様式第７号 

  年  月  日 

 

 

千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業中止等承認申請書 

 

（あて先）千葉市長 

 

施設名 

所在地 

（設置者）所在地 

法人名 

代表者職名 

氏名           印 

 

 

  年  月  日付千葉市指令   第  号により交付決定のあった千葉市私

立幼稚園等未就園児預かり事業を中止（廃止）したいので、千葉市私立幼稚園等未就園児

預かり事業補助金交付要綱第１３条第１項の規定により、次のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 中止（廃止）予定日       年  月  日 

 

２ 中止（廃止）の理由 

 

３ 現に利用している児童に対する措置 

 

 

 

４ 中止の場合、その予定期間 

 

  



 

 

様式第８号 

 

千葉市指令    第   号 

 

 

                様 

 

 

千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業中止等承認通知書 

 

  年  月  日付で申請のあった千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業の中

止（廃止）を承認したので、千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業補助金交付要綱第１

３条第２項の規定により通知します。 

 

 

  年  月  日 

 

千葉市長          印  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（審査請求等について） 

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から起算し

て３か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 

 



 

 

様式第９号 

  年  月  日 

 

千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業実績報告書 

 

（あて先）千葉市長 

 

施設名 

所在地 

（設置者）所在地 

法人名 

代表者職名 

氏名           印 

 

  年  月  日付千葉市指令   第  号により交付決定のあった千葉市私

立幼稚園等未就園児預かり事業の実績について、千葉市補助金等交付規則第１２条の規定

により、次のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 事業の完了日               年  月  日 

 

２ 補助金の交付決定額                  円 

 

３ 補助金の既交付額                   円 

 

４ 事業の対象経費総額                  円（Ａ） 

 

５ 事業に係る利用料収入                 円（Ｂ） 

 

６ 事業の経費精算額                   円（Ａ－Ｂ） 

 

７ 事業利用状況  別紙のとおり 

 

 

 



 

 

（別紙）事業利用状況 

実施時間 未就園児預かり事業実施時間 

・曜日： 

・時間：    時   分～   時   分まで 

・定員： 

 

 

利用実績 年間実施日数 年間登録児童数 年間延べ利用児童数(A) 

日 人 人 

職員配置 本事業専任職員        人（うち保育士資格者   人） 

兼任職員        人（うち保育士資格者   人） 

計        人（うち保育士資格者   人） 

未就園児預かり

利用料 

 

 

 

育児相談  

親子登園等の機

会の設定 

 

実施場所 保育室       室 ㎡ 未就園児預かり専用 ・ 共用 

その他（      ） ㎡ 未就園児預かり専用 ・ 共用 

 

※年間延べ利用児童数(A) 月別内訳 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 

人 人 人 人 人 人 人 

１１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計 

人 人 人 人 人 人 

※市内在住の利用児童のみ計上すること 

 

＜添付書類＞ 

①事業に係る収支決算書 

②対象経費の内容を証する書類（賃金台帳の写し、領収証の写し等） 

③利用料収入の内容を証する書類 



 

 

様式第１０号 

千葉市達    第   号 

 

 

                様 

 

 

千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業補助金額確定通知書 

 

  年  月  日付で実績報告のあった千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業

補助金について、下記のとおり補助金額を確定したので千葉市補助金等交付規則第１３条

の規定により通知します。 

 

 

  年  月  日 

 

千葉市長          印  

 

記 

 

１ 補助金の交付決定額                 円 

 

２ 補助事業の経費精算額                円 

 

３ 補助金の確定額                   円（Ａ） 

 

４ 補助金の既交付額                  円（Ｂ） 

 

差引交付額                  円（Ａ－Ｂ） 

 

 

（審査請求等について） 

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から起算し

て３か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 



 

 

様式第１１号 

 

  年  月  日 

 

 

千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業補助金交付請求書 

 

（あて先）千葉市長 

 

施設名 

所在地 

（設置者）所在地 

法人名 

代表者職名 

氏名           印 

 

  年  月  日付千葉市達   第  号により確定した千葉市私立幼稚園等

未就園児預かり事業補助金について、千葉市補助金等交付規則第１６条第１項の規定によ

り、次のとおり請求します。 

 

記 

 

１ 補助金の交付請求額                 円 

 

２ 振込先 

金融機関名 銀行 

本店 

支店 

出張所 

種目 口 座 番 号 

１普通 

２当座 
       

口座番号 

金融機関コード 店舗コード 

       

フリガナ  

口座名義人 

氏名 

 

 

  



 

 

様式第１２号 

 

  年  月  日 

 

 

千葉市私立幼稚園等未就園児預かり事業補助金事前交付請求書 

 

（あて先）千葉市長 

 

施設名 

所在地 

（設置者）所在地 

法人名 

代表者職名 

氏名           印 

 

  年  月  日付千葉市指令   第  号で交付決定のあった千葉市私立幼

稚園等未就園児預かり事業補助金について、千葉市補助金等交付規則第１６条第２項にお

いて準用する同条第１項の規定により、下記のとおり、交付を請求します。 

 

記 

 

１ 補助金の交付請求額                 円 

 

２ 振込先 

金融機関名 銀行 

本店 

支店 

出張所 

種目 口 座 番 号 

１普通 

２当座 
       

口座番号 

金融機関コード 店舗コード 

       

フリガナ  

口座名義人 

氏名 

 

 


